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【宅地建物取引士試験】 全国統一在宅模擬試験  お試し版  

＜権利関係＞ 

問１次の１から４までの記述のうち、民法の規定、判例及び下記判決文によれば、正しいものはどれか。 

（判決文） 

賃貸人は、特別の約定のないかぎり、賃借人から家屋明渡を受けた後に前記の敷金残額を返還すれば足
りるものと解すべく、したがつて、家屋明渡債務と敷金返還債務とは同時履行の関係にたつものではな
いと解するのが相当であり、このことは、賃貸借の終了原因が解除（解約）による場合であっても異な
るところはないと解すべきである。 

1賃借人の家屋明渡債務が賃貸人の敷金返還債務に対し先履行の関係に立つと解すべき場合、賃借人は
賃貸人に対し敷金返還請求権をもって家屋につき留置権を取得する余地はない。 

2賃貸借の終了に伴う賃借人の家屋明渡債務と賃貸人の敷金返還債務とは、１個の双務契約によって生
じた対価的債務の関係にあるものといえる。 

3賃貸借における敷金は、賃貸借の終了時点までに生じた債権を担保するものであって、賃貸人は、賃
貸借終了後賃借人の家屋の明渡しまでに生じた債権を敷金から控除することはできない。 

4賃貸借の終了に伴う賃借人の家屋明渡債務と賃貸人の敷金返還債務の間に同時履行の関係を肯定する
ことは、家屋の明渡しまでに賃貸人が取得する一切の債権を担保することを目的とする敷金の性質に
も適合する。 

 

問２被相続人Ａの配偶者Ｂが、Ａ所有の建物に相続開始の時に居住していたため、遺産分割協議によっ
て配偶者居住権を取得した場合に関する次の記述のうち、民法の規定によれば、正しいものはどれか。 

1遺産分割協議でＢの配偶者居住権の存続期間を 20年と定めた場合、存続期間が満了した時点で配偶
者居住権は消滅し、配偶者居住権の延長や更新はできない。 

2Ｂは、配偶者居住権の存続期間内であれば、居住している建物の所有者の承諾を得ることなく、第三
者に当該建物を賃貸することができる。 

3配偶者居住権の存続期間中にＢが死亡した場合、Ｂの相続人ＣはＢの有していた配偶者居住権を相続
する。 

4Ｂが配偶者居住権に基づいて居住している建物が第三者Ｄに売却された場合、Ｂは、配偶者居住権の
登記がなくてもＤに対抗することができる。 

 

問３ＡはＢにＡ所有の甲建物を令和４年 7月１日に賃貸し、ＢはＡの承諾を得てＣに適法に甲建物を転
貸し、Ｃが甲建物に居住している場合における次の記述のうち、民法の規定及び判例によれば、誤って
いるものはどれか。 

1Ａは、Ｂとの間の賃貸借契約を合意解除した場合、解除の当時Ｂの債務不履行による解除権を有して
いたとしても、合意解除したことをもってＣに対抗することはできない。 

2Ｃの用法違反によって甲建物に損害が生じた場合、ＡはＢに対して、甲建物の返還を受けた時から１
年以内に損害賠償を請求しなければならない。 

3ＡがＤに甲建物を売却した場合、ＡＤ間で特段の合意をしない限り、賃貸人の地位はＤに移転する。 

4ＢがＡに約定の賃料を支払わない場合、Ｃは、Ｂの債務の範囲を限度として、Ａに対して転貸借に基
づく債務を直接履行する義務を負い、Ｂに賃料を前払いしたことをもってＡに対抗することはできな
い。 

お試し版は、このＰＤＦをダウンロードし、プリントしてお使いください。採点結果を希望さ
れる場合は、答案用紙をＦＡＸもしくは、メールにてお送りください。後日、採点結果及び解
説をＦＡＸもしくは、メールにて送らせて頂きます。 

ＦＡＸ☞0744-21-7558 メール☞ info@sou-ken.net 
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問４地役権に関する次の記述のうち、民法の規定及び判例によれば、誤っているものはどれか。 

1地役権は、継続的に行使されるもの、又は外形上認識することができるものに限り、時効取得するこ
とができる。 

2地役権者は、設定行為で定めた目的に従い、承役地を要役地の便益に供する権利を有する。 

3設定行為又は設定後の契約により、承役地の所有者が自己の費用で地役権の行使のために工作物を設
け、又はその修繕をする義務を負担したときは、承役地の所有者の特定承継人もその義務を負担する。 

4要役地の所有権とともに地役権を取得した者が、所有権の取得を承役地の所有者に対抗し得るときは、
地役権の取得についても承役地の所有者に対抗することができる。 

 

問５建物の区分所有等に関する法律（以下この問において「法」という。）に関する次の記述のうち、
誤っているものはどれか。 

1法又は規約により集会において決議をすべき場合において、区分所有者が１人でも反対するときは、
集会を開催せずに書面によって決議をすることはできない。 

2形状又は効用の著しい変更を伴う共用部分の変更については、区分所有者及び議決権の各４分の３以
上の多数による集会の決議で決するものであるが、規約でこの区分所有者の定数を過半数まで減ずる
ことができる。 

3敷地利用権が数人で有する所有権その他の権利である場合には、規約に別段の定めがあるときを除い
て、区分所有者は、その有する専有部分とその専有部分に係る敷地利用権とを分離して処分すること
ができない。 

4各共有者の共用部分の持分は、規約に別段の定めがある場合を除いて、その有する専有部分の床面積
の割合によるが、この床面積は壁その他の区画の中心線で囲まれた部分の水平投影面積である。 

 

＜法令上の制限＞ 

問６建築基準法に関する次の記述のうち、正しいものはどれか。 

1 居室の内装の仕上げにはホルムアルデヒドを発散させる建築材料を使用することが認められていない。 

2 4階建ての共同住宅の敷地内には、避難階に設けた屋外への出口から道又は公園、広場その他の空地
に通ずる幅員が２ｍ以上の通路を設けなければならない。 

3防火地域又は準防火地域内にある建築物で、外壁が防火構造であるものについては、その外壁を隣地
境界線に接して設けることができる。 

4建築主は、３階建ての木造の共同住宅を新築する場合において、特定行政庁が、安全上、防火上及び
避難上支障がないと認めたときは、検査済証の交付を受ける前においても、仮に、当該共同住宅を使
用することができる。 

 

問 7 農地に関する次の記述のうち、農地法（以下この問において「法」という。）の規定によれば、正
しいものはどれか。 

1 山林を開墾し、農地として耕作している土地であっても、土地登記簿上の地目が山林であれば、法の
適用を受ける農地に該当しない。 

2 親から子に対して、所有するすべての農地を一括して贈与する場合には、法第３条第１項の許可を受
ける必要はない。 

3 耕作を目的として農業者が競売により農地を取得する場合であっても、法第３条第１項の許可を受け
る必要がある。 

4 市街化区域以外の区域に存する４ｈａを超える農地を転用する場合には、農林水産大臣の許可を受け
る必要がある。 
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問 8 地価公示法に関する次の記述のうち、正しいものはどれか。 

1 土地鑑定委員会は、その土地に地上権が存する場合であっても、標準地として選定することができる。 

2 土地鑑定委員会は、標準地について、２人以上の不動産鑑定士の鑑定評価を求めるものとし、当該２
人以上の不動産鑑定士は、土地鑑定委員会に対し、鑑定評価書を連名で提出しなければならない。 

3 土地鑑定委員会は、標準地の正常な価格を判定したときは、標準地の単位面積当たりの価格のほか、
当該標準地の価格の総額についても官報で公示しなければならない。 

4 土地収用法その他の法律によって土地を収用することができる事業を行う者は、標準地として選定さ
れている土地を取得する場合において、当該土地の取得価格を定めるときは、公示価格と同額としな
ければならない。 

 

＜宅建業法＞ 

問 9 次の記述のうち、宅地建物取引業法の規定によれば、正しいものはどれか。 

1宅地建物取引業者は、その事務所ごとに従業者の氏名、従業者証明書番号その他国土交通省令で定め
る事項を記載した従業者名簿を備えなければならず、当該名簿を最終の記載をした日から５年間保存
しなければならない。 

2宅地建物取引業者は、一団の宅地の分譲を行う案内所において宅地の売買の契約の締結を行わない場
合、その案内所には国土交通省令で定める標識を掲示しなくてもよい。 

3宅地建物取引業者が、一団の宅地の分譲を行う案内所において宅地の売買の契約の締結を行う場合、
その案内所には国土交通大臣が定めた報酬の額を掲示しなければならない。 

4 宅地建物取引業者は、事務所以外の継続的に業務を行うことができる施設を有する場所であっても、
契約（予約を含む。）を締結せず、かつ、その申込みを受けない場合、当該場所に専任の宅地建物取
引士を置く必要はない。 

 

問１0 宅地建物取引業者Ａが、自ら売主として、宅地建物取引業者Ｂの媒介により、宅地建物取引業者
ではないＣを買主とするマンションの売買契約を締結した場合における宅地建物取引業法第 37条の
２の規定に基づくいわゆるクーリング・オフについて告げるときに交付すべき書面（以下この問にお
いて「告知書面」という。）に関する次の記述のうち、正しいものはどれか。 

1告知書面には、クーリング・オフによる買受けの申込みの撤回又は売買契約の解除があったときは、
Ａは、その買受けの申込みの撤回又は売買契約の解除に伴う損害賠償又は違約金の支払を請求するこ
とができないことを記載しなければならない。 

2告知書面には、クーリング・オフについて告げられた日から起算して８日を経過するまでの間は、Ｃ
が当該マンションの引渡しを受け又は代金の全部を支払った場合を除き、書面によりクーリング・オ
フによる買受けの申込みの撤回又は売買契約の解除を行うことができることを記載しなければなら
ない。 

3告知書面には、Ｃがクーリング・オフによる売買契約の解除をするときは、その旨を記載した書面が
Ａに到達した時点で、その効力が発生することを記載しなければならない。 

4告知書面には、Ａ及びＢの商号又は名称及び住所並びに免許証番号を記載しなければならない。 
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在宅模擬試験お試し版  答案用紙  
採点結果を希望される場合は、答案用紙をＦＡＸもしくは、メールにてお送りください。
後日、採点結果及び解説をＦＡＸもしくは、メールにて送らせて頂きます。 

ＦＡＸ☞0744-21-7558 メール☞ info@sou-ken.net 

 

お名前                   

□送信先 FAX               

□送信先メール           ＠                    

 

 

問１ ①  ②  ③  ④ 

問 2 ①  ②  ③  ④ 

問 3 ①  ②  ③  ④ 

問 4 ①  ②  ③  ④ 

問 5 ①  ②  ③  ④ 

問 6 ①  ②  ③  ④ 

問 7 ①  ②  ③  ④ 

問 8 ①  ②  ③  ④ 

問 9 ①  ②  ③  ④ 

問 10 ①  ②  ③  ④ 

採点     点／１0 問 

 


